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インターネット開示事項

　

１.連結持分変動計算書
　

２.連結注記表
　

３.株主資本等変動計算書
　

４.個別注記表

　

株式会社 日立ハイテクノロジーズ
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連結持分変動計算書

2016年度(当期) (2016年４月１日から2017年３月31日まで) (単位：百万円)

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の包括利益累計額

その他の包括利益を

通じて測定する

金融資産の公正価値

の純変動額

確定給付
制度の
再測定

在外営業
活動体の
換算差額

当期首残高 7,938 35,662 267,903 6,375 △ 1,613 4,379

　当期利益 　 　 40,170 　 　 　

　その他の包括利益 　 　 　 2,684 4,805 △ 653

当期包括利益 － － 40,170 2,684 4,805 △ 653

　自己株式の取得 　 △ 0 　 　 　 　

　配当金 　 　 △ 10,315 　 　 　

　非支配持分の取得及び処分

　利益剰余金への振替 　 　 5,378 △ 5,378 　 　

所有者との取引額合計 － △ 0 △ 4,936 △ 5,378 － －

当期末残高 7,938 35,662 303,136 3,681 3,191 3,726

その他の包括利益累計額

自己株式
親会社
株主持分
合計

非支配持分 資本合計

キャッシュ・
フロー・
ヘッジの
公正価値の
純変動額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 496 9,636 △ 349 320,790 264 321,054

　当期利益 　 － 　 40,170 △ 6 40,164

　その他の包括利益 △ 562 6,274 　 6,274 △ 14 6,260

当期包括利益 △ 562 6,274 － 46,444 △ 20 46,424

　自己株式の取得 　 － △ 7 △ 7 　 △ 7

　配当金 　 － 　 △ 10,315 △ 20 △ 10,335

　非支配持分の取得及び処分 － － 68 68

　利益剰余金への振替 　 △ 5,378 　 － 　 －

所有者との取引額合計 － △ 5,378 △ 7 △ 10,321 48 △ 10,273

当期末残高 △ 66 10,532 △ 356 356,913 292 357,205
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連結注記表

１．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(１)連結計算書類の作成基準

　当社及び子会社(以下、当社グループ)の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際財務

報告基準(以下、IFRS)に準拠して作成しております。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請され

る記載及び注記の一部を省略しております。

　(２)連結の範囲に関する事項

連結子会社の数：34社

会社名：㈱日立ハイテクソリューションズ、㈱日立ハイテクマテリアルズ、㈱日立ハイテクフィールディング、

㈱日立ハイテクファインシステムズ、㈱日立ハイテクマニファクチャ＆サービス、㈱日立ハイテクサイ

エンス、日立ハイテクノロジーズアメリカ会社、日立ハイテクノロジーズヨーロッパ会社、日立ハイテ

クノロジーズシンガポール会社、日立ハイテクノロジーズタイランド会社、日立ハイテクノロジーズ上

海会社、日立ハイテクノロジーズ香港会社 他22社

2016年８月25日付で日立ハイテクダイアグノスティクス上海会社を、2016年９月１日付で㈱日立ハイテク九州

を新たに設立したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

また、2016年10月３日付でAlltech Steel do Brasil Ltda.の全株式を取得したことにより、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。なお、Alltech Steel do Brasil Ltda.は、同日付で日立ハイテクスチールブ

ラジル会社へと商号を変更しました。

　(３)持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した関連会社の数：２社

会社名：ギーゼッケ・アンド・デブリエント㈱ 他１社

②持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

ギーゼッケ・アンド・デブリエント㈱及び他１社の決算日は12月31日であります。

連結決算日現在で年度決算に準じた仮決算を行った財務諸表を使用しております。

　

　(４)連結子会社の決算日等に関する事項

　 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は以下の通りであります。

　 会社名：日立ハイテクノロジーズ上海会社 他９社

　 決算日：12月31日

連結決算日現在で年度決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎とし連結手続を行っております。

　

　(５)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

(ⅰ)金融資産の評価基準及び評価方法

当社グループは、IFRS第９号「金融商品」(2009年11月公表、2010年10月改訂)を早期適用しております。

・非デリバティブ金融資産

当社グループは、償却原価で測定する金融資産については発生日に当初認識しており、それ以外の金融資

産については決済日に当初認識しております。
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非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概要は、以下の通りであります。

償却原価で測定する金融資産

以下の要件がともに満たされる金融資産を、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・ビジネスモデル上の保有目的が契約上のキャッシュ・フローを回収することである場合

・契約条件がある特定の日に元本及び元本残高に対する利息の支払いのみのキャッシュ・フローを生じ

　させるものである場合

償却原価で測定する金融資産は、公正価値に取引費用を加算した金額で当初認識しております。また、

当初認識後は、実効金利法に基づく償却原価で測定しております。

　

償却原価で測定する金融資産の減損

当社グループは、当初認識後に発生した１つ以上の事象の結果として減損の客観的証拠が存在する場合、

かつ、当該金融資産の見積将来キャッシュ・フローに影響を及ぼすことが合理的に予測できる場合に、

減損していると判断しております。

減損の客観的な証拠には、過去の貸倒実績、支払遅延の存在、支払期日の延長、外部信用調査機関によ

る否定的評価、債務超過、悪化した財政状況や経営成績の評価などを含んでおります。

減損損失の金額は、当該金融資産の見積将来キャッシュ・フローを当初の実効金利で割り引いた現在価

値、又は観察可能な市場価格に基づき見積っております。

また、上記減損損失に加え、当該金融資産に係る債務者及び地域等が有する潜在的なリスクを評価した

上で、過去の経験等を考慮に入れて算定する貸倒実績率又は回収可能価額の見積りに基づき減損損失を

認識しております。

減損損失は、当該金融資産の帳簿価額から直接又は貸倒引当金を通じて減額するとともに、当該損失額

は純損益として認識しております。その後、営業債権及びその他の債権については、当該金融資産の回

収不能が確定した場合には、貸倒引当金を帳簿価額から直接減額しております。

公正価値で測定し、その事後的な変動を純損益で認識する(以下、「FVTPL」)金融資産

当社グループは、償却原価で測定する金融資産に分類されず公正価値で測定する金融資産のうち、

FVTOCIに指定しない金融資産を、FVTPLの金融資産に分類しております。

FVTPLの金融資産は、当初認識時に公正価値により測定し、取引費用は発生時に純損益で認識しておりま

す。また、当初認識後は、公正価値で測定し、その事後的な変動は純損益として認識しております。

　

公正価値で測定し、その事後的な変動をその他の包括利益で認識する(以下、「FVTOCI」)金融資産

当社グループは、投資先との取引関係緊密化を目的として保有する資本性金融資産への投資について、

当初認識時にFVTOCIの金融資産として指定するか否かの取消不能な選択を金融資産ごとに行っておりま

す。

FVTOCIの金融資産は、公正価値に取引費用を加算した金額で当初認識しております。また、当初認識後

は、公正価値で測定し、その事後的な変動はその他の包括利益として認識しております。その他の包括

利益として認識した金額は、当該金融資産の認識を中止した場合に、その累積額を利益剰余金に振り替

えております。なお、配当については純損益として認識しております。

　

(ⅱ)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の取得原価には、購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその

他の全ての原価を含んでおります。

棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定し、原価の算定においては、商品及び製

品・原材料については主として移動平均法を、仕掛品は主として個別法を用いております。また、正味実現

可能価額は、通常の事業過程における予想売価から、完成に要する見積原価及び販売に要する見積費用を控

除して算定しております。
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②有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法並びに償却方法

(ⅰ)有形固定資産

有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額で表示しております。

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除去及び原状回復費用を含めております。

土地等の償却を行わない資産を除き、各資産はそれぞれの見積耐用年数にわたって定額法で減価償却を行っ

ております。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以下の通りであります。

・建物及び構築物 ２年から60年

・機械装置及び運搬具 ２年から17年

・工具、器具及び備品 ２年から20年

なお、見積耐用年数及び減価償却方法等は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合には、会計上の見

積りの変更として将来に向かって適用しております。

　

(ⅱ)無形資産

・のれん

のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示しており、償却を行っておりません。

・無形資産

無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した

価額で表示しております。

個別に取得した無形資産は、当初認識において取得原価で測定しており、企業結合において取得した無形

資産の取得原価は、取得日における公正価値で測定しております。

耐用年数を確定できる無形資産については、それぞれの見積耐用年数にわたって主として定額法で償却を

行っており、耐用年数を確定できない無形資産については償却を行っておりません。主要な資産項目ごと

の見積耐用年数は、以下の通りであります。

ソフトウエア ２年から５年

その他の無形資産 ５年から20年

なお、見積耐用年数及び償却方法等は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合には、会計上の見積

りの変更として将来に向かって適用しております。

(ⅲ)リース資産

　 契約上、資産の所有に伴うリスクと経済価値が実質的に全て移転するリースについては、ファイナンス・

　 リースに分類しております。

リース資産は、公正価値又は最低支払リース料総額の現在価値いずれか低い金額で当初認識し、当初認識後

は、当該資産に適用される会計方針に基づき会計処理しております。

(ⅳ)減損損失

各資産について減損の兆候の有無の判定を行い、何らかの兆候がある場合には、その資産の減損テストを実

施しております。のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無に係らず、毎

年、回収可能価額を見積り、減損テストを実施しております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額として

おります。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値及び当該資産又は資

金生成単位に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。資産又は資

金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超える場合には、その資産について減損損失を純損益として認識し

ております。

のれん以外の資産については、過年度に認識された減損損失について、その回収可能価額の算定に用いた前

提事項に重要な変更が生じ、損失の減少又は消滅の可能性を示す兆候が認められる場合には、当該資産又は

資金生成単位の回収可能価額の見積りを行い、算定した回収可能価額が資産又は資金生成単位の帳簿価額を

超える場合には、過年度に減損損失が認識されていなかった場合の減価償却控除後の帳簿価額を上限に、減
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損損失を純損益として戻し入れております。

③重要な引当金の計上基準

引当金は、過去の事象の結果として現在の債務(法的債務又は推定的債務)を有しており、当該債務を決済するた

めに経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、かつ、当該債務の金額について信頼性のある見積り

が可能である場合に認識しております。

なお、債務の決済までの期間が長期になると想定され、貨幣の時間価値が重要な場合には、決済のために要する

と見積もられた支出額の現在価値により測定しております。現在価値の算定においては、貨幣の時間価値及び当

該債務に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いております。

当社グループが認識している引当金の性質及び金額は、以下の通りであります。

(ⅰ)資産除去債務

当社グループが使用する工場設備・敷地等に対する原状回復義務及び有害物質の除去に備えて、第三者の見

積りに基づき算出した将来支出の見積額に基づき計上しております。これらの費用は、主に１年以上経過し

た後に支払われることが見込まれておりますが、将来の事業計画等により影響を受けます。

(ⅱ)製品保証引当金

当社グループ製品のアフターサービスの費用支出に備えるため、保証期間内のサービス費用見込額を、過去

の実績を基礎として計上しております。これらの費用は、保証期間(主に３年以内)にわたって使用されます。

④退職後給付

(ⅰ)確定給付制度

当社及び一部の子会社は、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度のいずれか又は両方を運営しておりま

す。

確定給付制度債務の現在価値及び関連する退職給付費用を、予測単位積増方式を用いて各制度ごとに個別に

算定しております。割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期

間に対応した期末日の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。

確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を控除して算

定しております。

確定給付制度に係る負債又は資産の再測定額は、発生した期間にその他の包括利益として認識し、その後純

損益には振り替えておりません。過去勤務費用は発生した期間に純損益として認識しております。

(ⅱ)確定拠出制度

当社及び一部の子会社は、確定拠出年金制度を運営しております。

確定拠出年金制度は、雇用主が一定額を他の独立した事業体に拠出し、その拠出額以上の支払いについて法

的債務又は推定的債務を負わない退職給付制度であります。

確定拠出年金制度への拠出は、従業員が関連する勤務を提供した期間に、純損益として認識しております。

⑤外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としております。

(ⅰ)外貨建取引

当社グループ各社はそれぞれ独自の機能通貨を定め、各社の取引はその機能通貨により測定しております。

外貨建取引は、取引日における為替レート又はそれに近似するレートにより機能通貨に換算しております。

外貨建の貨幣性資産及び負債は、決算日の為替レートにより機能通貨に換算しております。当該換算及び決

済により生じる換算差額は純損益として認識しております。但し、発生する損益がその他の包括利益で認識

される資産及び負債に関しては、それらから生じる換算差額はその他の包括利益に認識しております。

(ⅱ)在外営業活動体の財務諸表の換算

在外営業活動体の資産及び負債は決算日の為替レートにより、収益及び費用はその期間中の為替レートが著

しく変動していない限り、期中平均為替レートにより、それぞれ円換算しております。この在外営業活動体

の財務諸表の換算により生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。なお、在外営業活

動体について、持分全体の処分もしくは支配、重要な影響力の喪失を伴う持分の一部処分を行った場合には、

当該在外営業活動体に関連する累積換算差額を処分した期の純損益として認識しております。
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⑥デリバティブ及びヘッジ会計

当社グループは、将来の外貨建取引に係るキャッシュ・フローの変動をヘッジするために為替予約取引を利用し

ており、ヘッジ会計の要件を満たしている場合には、キャッシュ・フロー・ヘッジに指定し、公正価値で当初認

識しております。当初認識後は、公正価値で測定し、その事後的な変動のうち、有効なヘッジと判定される部分

については、その他の包括利益として認識しております。

当社グループは、デリバティブを利用する目的、その戦略を含むリスク管理方針を文書化しており、これに加え

て、そのデリバティブがヘッジ対象の将来キャッシュ・フローの影響を高度に相殺しているかについて、ヘッジ

の開始時、またその後も引き続き、一定期間ごとに評価を行っております。

ヘッジ会計の要件を満たさない場合、ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、ヘッジ指定を取り消

した場合には、ヘッジ会計の適用を中止しております。予定取引の発生が見込まれなくなった場合、その他の包

括利益として認識した金額は、即時に純損益に振り替えております。

⑦収益認識

収益は、当社グループが受領した又は受領可能な対価から、値引き、割戻し及び消費税等の税金を控除した公正

価値により測定しております。単一の取引に複数の識別可能な構成部分がある場合には、その取引を構成要素ご

とに分割し、構成要素ごとに収益を認識しております。また、複数の取引を一体として捉えないと経済的実態を

示さない場合には、複数の取引を一体として収益を認識しております。当社グループにおける収益の認識基準及

び表示方法については以下の通りであります。

(ⅰ)収益の認識基準

物品の販売

物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が顧客に移転し、物品に対する継続的な関与及び実質的な支配

もなく、当該取引に関連する原価及び収益の金額を信頼性をもって測定でき、当該取引に関連する経済的便

益が流入する可能性が高い場合に、収益を認識しております。具体的には、顧客に引き渡された時点、船積

日、顧客の検収がなされた時点等で収益を認識しております。

サービスの提供

製品等の販売に付随して発生する修理やサポートサービスは、サービス提供時に収益を認識しております。

メンテナンス契約のような固定価格によるサービス契約は、契約期間で按分して収益を認識しております。

工事契約

工事契約の成果を信頼性をもって見積ることができる場合には、工事進行基準により収益を認識しておりま

す。工事進行基準による収益は、直近の見積総売価に、直近の見積総原価に対する発生原価の割合を乗じて

算定しております。価格が確定している契約の予測損失は、その損失が見積られた時点で費用認識しており

ます。

工事契約の成果を信頼性をもって見積ることができない場合には、原価回収基準により収益を認識しており

ます。原価回収基準による収益は、発生原価のうち回収される可能性が高い範囲でのみ認識しており、原価

は発生した期間に費用認識しております。

(ⅱ)収益の表示方法

当社グループが当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示してお

ります。当社グループが第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の

総額から第三者のために回収した金額を差し引いた手数料の額で収益を表示しております。

当社グループが当事者か代理人かの判定は、物品・サービスの提供及び注文の履行について第一義的な責任

を有しているか、顧客による発注の前後・輸送中・返品の際に在庫リスクを負っているか、直接・間接的に

価格を決定する権利を有しているか等を考慮して行っております。
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⑧その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(ⅰ)消費税等の会計処理

顧客から預かり、税務当局に納付される消費税は、売上収益、売上原価及び費用から控除しております。

(ⅱ)連結納税制度の適用

当社及び当社の一部の連結子会社において、連結納税制度を適用しております。
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３．連結財政状態計算書に関する注記

(１)資産から直接控除した貸倒引当金

①流動資産

営業債権 34 百万円

有価証券及びその他の金融資産 13 〃

②非流動資産

営業債権 105 〃

(２)有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 89,717 百万円

　(３)担保資産及び担保付債務

(単位:百万円)

当連結会計年度

担保に供している資産

有価証券及びその他の金融資産 384

対応する債務

　営業債務 121

(注１)担保に供している資産のうち、譲受人が担保を売却又は再担保に供する権利を有するものはありません。

(注２)当連結会計年度における担保に供している資産のうち、有価証券及びその他の金融資産347百万円は

　 公正価値で測定しており、取得金額421百万円が保証極度額となります。

　(４)保証債務

従業員に対する保証(住宅ローン) 87 百万円
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４．連結損益計算書に関する注記

　(１)その他の収益及び費用

その他の収益の内訳は以下の通りであります。

(単位：百万円)

当連結会計年度

貸倒引当金戻入額 66

有形固定資産、無形資産の売却益 349

その他 264

合計 680

その他の費用の内訳は以下の通りであります。

(単位：百万円)

当連結会計年度

減損損失(注) △4,119

有形固定資産、無形資産の除売却損 △677

その他 △49

合計 △4,845

(注)減損損失の内容については、(２)減損損失に記載しております。

　

　(２)減損損失

減損損失を認識した資産の種類別内訳は、以下の通りであります。

(単位：百万円)

当連結会計年度

有形固定資産 △1,666

無形資産 △2,318

その他 △134

合計 △4,119

　
セグメントに属さない全社保有の建物及び土地等について、売却の決定を行ったことで従来の用途から外れ、投

資額の回収が見込めなくなったため、回収可能価額と帳簿価額との差額を減損損失として認識しております。当

該資産の回収可能価額は、不動産鑑定士から入手した鑑定評価額に基づいたもので、処分費用見込額控除後の公

正価値により測定しております。

また、科学・医用システムセグメントに属する分析事業に配分されたのれんについて、当初想定されていた収益

が見込めなくなったため、減損損失を認識しております。当該資産の回収可能価額は使用価値により測定してお

ります。使用価値は見積将来キャッシュ・フローを6.0％で割引いて算定しております。
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　(３)金融収益及び費用

受取利息及び支払利息は、償却原価で測定する金融資産及び負債に係るものであります。

受取利息を除く金融収益の内訳は以下の通りであります。

(単位：百万円)

当連結会計年度

受取配当金

FVTOCIの金融資産 329

金融商品売却益

FVTPLの金融資産 2

為替差益 333

合計 664

支払利息を除く金融費用の内訳は以下の通りであります。

(単位：百万円)

当連結会計年度

金融商品評価損

FVTPLの金融資産 △30

その他 △246

合計 △276

(４)法人所得税費用

法人所得税費用13,755百万円の内訳は、当期税金費用15,483百万円及び繰延税金費用△1,728百万円であります。

５．連結持分変動計算書に関する注記

　(１)発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 137,738,730 － － 137,738,730

　

　(２)新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　(３)配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2016年５月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 5,501 40.00 2016年３月31日 2016年６月３日

2016年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,814 35.00 2016年９月30日 2016年11月30日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

付議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年５月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 6,189 45.00 2017年３月31日 2017年６月２日
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６．金融商品に関する注記

(１)金融商品の状況に関する事項

財務上のリスク管理方針

当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク(信用リスク・流動性リスク・市場リスク)に

晒されており、当該リスクを回避又は低減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っております。

また、当社グループは、デリバティブ取引については、為替相場変動によるキャッシュ・フロー変動リスクを

回避するために利用しており、投機的な取引は一切行わない方針であります。

①信用リスク管理

当社グループの営業活動から生じる営業債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、余剰資金の運

用のために保有している債券等及び政策的な目的のために保有している株式等は、発行体の信用リスクに晒され

ております。さらに、当社グループが為替相場変動リスクをヘッジする目的で行っている先物為替予約取引につ

いては、取引の相手方である金融機関の信用リスクに晒されております。

　顧客の信用リスクについては、当社の業務基準に則り、取引の可否、信用限度及び取引条件を決定しておりま

す。また、担保取得等の保全措置も講じております。債権計上後は営業部門と管理部門で取引状況を共有し、入

金期日を管理しております。さらに、定期的に信用調査を実施し、取引継続の可否、信用限度及び取引条件の適

否を審査しております。余剰資金の運用は、原則として発行体格付が投資適格以上の債券での運用、または金融

機関等への預金・預け金に限定しております。先物為替予約取引は、原則として国際的に認知されたＡ格以上の

金融機関と取引を行っております。また、複数の金融機関と取引を行うことで、重要な信用リスクの集中を防い

でおります。政策的な目的のために保有している株式等は定期的にその保有目的及び発行体の財務状況を確認し

ております。

②流動性リスク管理

当社グループは、現在及び将来の事業活動のための適切な水準の流動性維持及び機動的・効率的な資金の確保

を、財務活動の重要な方針としております。当社グループは、運転資金の効率的な管理を通じて、事業活動にお

ける資本効率の最適化を図ると共に、当社グループの資金管理を当社に集中させることを推進しており、当社グ

ループの資金管理の効率改善に努めております。

③市場リスク管理

ⅰ) 為替変動リスク

当社グループは、外貨建の貨幣性資産及び負債を保有しており、外国為替相場変動リスクに晒されておりま

す。外国為替相場変動リスクについては、適宜通貨ごとに将来キャッシュ・フローの純額を決済期日ごとに測

定し、この範囲内にて主に先物為替予約契約を締結することにより、外貨建貨幣性資産負債、確定約定及び予

定取引から発生する将来キャッシュ・フローを固定化しております。また、先物為替予約の期間は概ね１年以

内であります。

ⅱ) 株価変動リスク

当社グループは、事業推進目的で資本性金融商品(株式、出資金)を保有しており、株価変動リスクに晒され

ております。これらの資本性金融商品は、定期的に時価や発行体の財務状況を確認しております。
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(２)金融商品の公正価値等に関する事項

①金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値

金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は、以下の通りであります。

(単位：百万円)

当連結会計年度

帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する資産

　流動資産

　 現金及び現金同等物 189,783 189,783

　 営業債権 146,566 146,566

　 有価証券及びその他の金融資産 31,380 31,380

預入期間が３ヶ月超の預け金・預金 25,000 25,000

　 未収入金 6,279 6,279

　 貸付金 100 100

　非流動資産

　 営業債権 994 994

　 有価証券及びその他の金融資産 2,350 2,350

　 有価証券及びその他の投資 1,947 1,947

　 貸付金 404 404

公正価値で測定する資産

　FVTPLの金融資産

　 流動資産

　 有価証券及びその他の金融資産 25 25

　 その他の金融資産(デリバティブ) 25 25

　 非流動資産

　 有価証券及びその他の金融資産 882 882

　 その他の投資 882 882

　FVTOCIの金融資産

　 非流動資産

　 有価証券及びその他の金融資産 7,254 7,254

　 有価証券 7,254 7,254

償却原価で測定する負債

　流動負債

　 営業債務 121,342 121,342

　 その他の金融負債 16,841 16,841

　 リース債務 140 140

　 預り金 3,281 3,281

　 未払金 13,420 13,420

　非流動負債

　 その他の金融負債 3,478 3,478

　 リース債務 156 156

　 未払金 3,322 3,322

公正価値で測定する負債

　FVTPLの金融負債

　 流動負債

　 その他の金融負債(デリバティブ) 361 361
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②公正価値の測定方法

主な金融資産及び金融負債の公正価値は、以下の通り決定しております。金融商品の公正価値の測定において、

市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。市場価格が入手できない場合は、将来キャッシュ・

フローを割り引く方法、又はその他の適切な評価方法により測定しております。

ⅰ) 現金及び現金同等物

満期までの期間が短期であるため、公正価値は帳簿価額とほぼ同額であります。

ⅱ) 営業債権、営業債務

ほとんどが短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額とほぼ同額であります。

ⅲ) 償却原価で測定する有価証券及びその他の金融資産、その他の金融負債

預入期間が３ヶ月超の預け金・預金、未収入金、預り金、未払金及び短期貸付金は、満期までの期間が短期

であるため、公正価値は帳簿価額とほぼ同額であります。

有価証券、長期貸付金、リース債務、長期未払金及びその他の投資は、将来キャッシュ・フローを、新規に

同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引く方法により測定しております。

　

ⅳ) 公正価値で測定する有価証券及びその他の金融資産、その他の金融負債

市場価格で公正価値を測定できる持分証券は市場価格を用いて、また、非上場株式等、金融商品の公正価値

を測定する為の重要な指標が観察不能である場合には、類似企業比較法、割引キャッシュ・フロー法、

純資産に基づく評価モデル等により公正価値を測定しております。

デリバティブは、期末日の先物為替相場に基づいて測定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(１)１株当たり親会社株主持分 2,595円18銭

(２)基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期利益 292円08銭

８．重要な後発事象に関する注記

当社グループは、2017年４月26日開催の取締役会において、以下の通り、英国のOxford Instruments plcとの間で、

同社の有する産業計測機事業の一部である原子分光製品（蛍光X線分析装置、磁気誘導計測装置、発光分光分析装

置、レーザー誘起ブレークダウン分光分析装置）の事業（以下、「対象事業」）に関して同社の子会社株式取得及び

同社の子会社から事業譲受することを決議し、同日買収契約を締結しました。

ⅰ)株式の取得及び事業譲受の理由

　 当社グループでは、「ハイテク・ソリューション事業におけるグローバルトップをめざす」という企業ビジョ

　ンを掲げ、「お客様が最先端・最前線の事業創造企業になっていただくために最大限の貢献をする」ことをミッ

　ションとして事業を推進しています。2016年４月には「主力事業で継続的に収益を確保しつつ、次世代につなが

　るリソース増強・投資を推進する」を基本方針とした2018年度までの中期経営戦略を策定し、2020年に向けたさ

　らなる成長の加速を実現するために、具体的な戦略及び施策を展開しています。

　 当社グループの主力事業である科学システム事業では、中期経営戦略のもと「科学機器のグローバルメジャー

　プレーヤーをめざす」を事業ビジョンとし、自社開発はもとよりアライアンス、M&Aで技術・製品・販売網の強化

　を推進しています。

　 同社はOxford Universityからスピンアウトした分析装置のグローバル企業です。この度、当社グループは同社

　から対象事業を取得することについて合意しました。

　 同社が製造・販売する原子分光製品にはベンチトップ型とハンドヘルド型があり幅広いラインアップを有して

　います。特にハンドヘルド型や持運び可能な可搬型装置は幅広い分野で現場の品質管理ツールとしての活用が拡

　大しています。一方、当社グループの科学システム事業ではベンチトップ型の原子分光製品に強みを有してお

り、今回の対象事業の取得により、同社が強みを有するハンドヘルド型の原子分光製品を組み合わせたラインア

ップ強化により、実験室での精密分析から現場での分析までさまざまな試料形態や測定シーンなどのニーズにお
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応えすることが可能になります。また同社が構築したワールドワイドでの販売ネットワークが当社グループに加

わることで、さらなる販売体制の強化が図れます。

ⅱ)持分比率

　 対象事業に属する同社子会社の株式を100%取得します。

ⅲ)取得価額

　 80百万ポンド（約11,200百万円）※

　 ※上記取得価額は事業価値評価金額であり、取引実行時に純有利子負債及び運転資金等の価格調整を行う予定で

　 す。また、円貨額は2017年３月末日の為替レート（１ポンド＝140円）により換算しております。

ⅳ)株式の取得及び事業の譲受実行日

2017年７月３日（予定）※

※本件株式取得及び事業譲受の完了は、同社による同社グループ子会社に関する組織再編、また各国独占禁止法

及び投資規制法に関する必要な行政当局の認可の取得及び届出の完了後を予定しております。

なお、株式の取得及び事業の譲受実行日における取得資産及び引受負債の公正価値の計算が未了のため財務上

の影響等は記載しておりません。
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株主資本等変動計算書

2016年度(当期) (2016年４月１日から2017年３月31日まで) (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 7,938 35,723 21 35,745

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 －

固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 －

別途積立金の積立 　 　 　 －

当期純利益 　 　 　 －

自己株式の取得 　 　 　 －

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

　 　 　 －

当期変動額合計 － － － －

当期末残高 7,938 35,723 21 35,745

　
株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,385 1,307 174,295 34,733 211,719

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 △ 10,315 △ 10,315

固定資産圧縮積立金の取崩 　 △ 73 　 73 －

別途積立金の積立 　 　 20,200 △ 20,200 －

当期純利益 　 　 　 33,190 33,190

自己株式の取得 　 　 　 　 －

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

　 　 　 　 －

当期変動額合計 － △ 73 20,200 2,748 22,875

当期末残高 1,385 1,234 194,495 37,481 234,594

　
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 349 255,053 6,512 495 134 7,141 262,194

当期変動額

剰余金の配当 　 △ 10,315 　 　 　 － △ 10,315

固定資産圧縮積立金の取崩 　 － 　 　 　 － －

別途積立金の積立 　 － 　 　 　 － －

当期純利益 　 33,190 　 　 　 － 33,190

自己株式の取得 　△ 7 △ 7 　 　 　 － △ 7

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

　 － △ 2,529 △ 549 　 △ 3,078 △ 3,078

当期変動額合計 △ 7 22,869 △ 2,529 △ 549 － △ 3,078 19,790

当期末残高 △ 356 277,922 3,983 △ 55 134 4,063 281,985
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個別注記表

１．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

　

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(１)資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券

子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

また、売却原価は移動平均法により算定しております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理しております。)

時価のないもの：移動平均法による原価法によっております。

　 ②デリバティブ

時価法によっております。

　

　 ③たな卸資産

商品・製品・半製品・原材料：移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法)によっております。

仕掛品：個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によって

おります。

　

　(２)固定資産の減価償却の方法

　 ①有形固定資産

定額法によっております。

　

　 ②無形固定資産

定額法によっております。但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量に基づく償却額

と残存有効期間(３年以内)に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を当事業年度償却額としておりま

す。

　

　(３)引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

債権の貸倒による損失等に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　

　 ②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間(13年～17年)による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間(13年～18年)による定額法により、翌事業年度から費

用処理しております。
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　(４)ヘッジ会計の方法

　 ①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

　

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引

ヘッジ対象：外貨建予定取引残高の為替相場変動によるキャッシュ・フロー変動リスク

　

　 ③ヘッジ方針

当社は、社内のリスク管理方針に基づき、外貨建取引における為替変動リスクを回避する目的で、成約高の範囲

内（実行される可能性の極めて高い未成約取引を含む）で為替予約取引を行うものとしております。

　

　 ④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジの有効性評価は、原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　

　(５)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ①消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

　 ②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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３．貸借対照表等に関する注記

(１)有形固定資産の減価償却累計額 61,367 百万円

(２)担保資産及び担保付債務

　 担保資産

短期貸付金(注) 38 百万円

投資有価証券(注) 130 　〃

長期貸付金(注) 214 　〃

その他(注) 39 　〃

　 (注)上記担保資産は同額が保証極度額となります。

(３)保証債務 720 百万円

保証債務の内容は下記のとおりであります。

関係会社１社（買入債務保証） 656 　〃

従業員に対する保証(住宅ローン) 64 　〃

(４)関係会社に対する短期金銭債権 63,230 百万円

(５)関係会社に対する短期金銭債務 56,932 百万円

　(６)土地再評価

当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、2002年３月31日に事業用の土

地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第２号に定める国土利用計画法

施行令(昭和49年12月20日公布政令第387号)の規定により判定された標準価格に合理的な調整を行って算定す

る方法により算出しております。

　

４．損益計算書に関する注記

(１)関係会社との取引高

売上高 184,288 百万円

仕入高 83,635 　〃

営業取引以外の取引高 30,747 　〃

(２)特別利益

投資有価証券売却益

当社は2016年５月13日開催の取締役会にて決議致しました日立キャピタル㈱株式の㈱日立製作所への売却を2016

年10月３日に実行し、売却益7,779百万円を計上しております。

(３)特別損失

減損損失

当社は、減損の兆候を判定するに当たり、各ビジネスユニットを基準とした管理会計上の区分に従ってグルーピ

ングを行っております。

当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

本社地区
(千葉県白井市)

処分確定資産 建物・構築物・土地・その他 1,737

本社地区
(神奈川県足柄上郡中井町)

遊休資産 土地 31

笠戸地区
(山口県下松市)

電子デバイスシステム
処分確定資産

建設仮勘定 22

合計 1,790
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処分確定資産については、売却の決定を行ったことで従来の用途から外れ、投資額の回収が見込めなくなったた

め、回収可能価額と帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に計上しております。当該資産の回収可能価額

は、不動産鑑定士から入手した鑑定評価額に基づいたもので、処分費用見込額控除後の公正価値により測定して

おります。

遊休資産については、不動産鑑定士から入手した鑑定評価額と帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に計

上しております。

電子デバイスシステムの処分確定資産については、処分の決定を行ったことで従来の用途から外れ、投資額の回

収が見込めなくなったことから、回収可能価額と帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。当該処分確定資産の回収可能額はゼロとしております。
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 208,212 1,629 － 209,841

　(注)増加1,629株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(流動の部)

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,472 百万円

未払賞与 1,677 〃

未払事業税否認額 845 〃

確定拠出年金制度移行に伴う未払金 675 〃

売上原価未払計上否認額 669 〃

たな卸資産評価減 1,249 〃

繰延ヘッジ損益 25 〃

その他 648 〃

繰延税金資産小計 7,260 〃

評価性引当金 △1,610 〃

繰延税金資産合計 5,650 〃

繰延税金負債

繰延税金負債合計 － 〃

繰延税金資産の純額 5,650 〃

(固定の部)

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 31 百万円

退職給付引当金 1,628 〃

退職給付信託 1,231 〃

確定拠出年金制度移行に伴う未払金 660 〃

会員権評価損否認額 184 〃

投資関係評価損否認額 2,787 〃

減価償却超過額 2,693 〃

資産除去債務 151 〃

減損損失 1,188 〃

その他 245 〃

繰延税金資産小計 10,798 〃

評価性引当金 △4,191 〃

繰延税金資産合計 6,607 〃

繰延税金負債

資産除去債務 △51 〃

その他有価証券評価差額金 △1,753 〃

固定資産圧縮積立金 △545 〃

繰延税金負債合計 △2,349 〃

繰延税金資産の純額 4,258 〃
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７．関連当事者との取引に関する注記

　(１)親会社及び法人主要株主等
　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
関連当事者
との関係

親会社
㈱日立
製作所

東京都
千代田区

458,791
電気機械器具の
製造及び販売

直接
51.8

間接
―

兼任
１人

鉄道車両関連
部材、各種情報
機器、電力関連
部品等の仕入と

販売

鉄道車両関連部
材、各種情報機
器、電力関連部品

等の販売

6,869

売掛金 5,868

前受金 234

電力関連装置・
部品等の仕入

4,178
買掛金 759

前渡金 410

資金の預入 42,181
関係会社
預け金

178,632

利息の受取 116 未収入金 10

投資有価証券売却
売却代金
売却益

7,907
7,779

－ －

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

１．各種機器・部品等の販売については、毎期価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

２．資金の預入は、当社と㈱日立製作所の間で基本契約を締結しているものであります。資金の融通は日々行わ

れており、取引金額は前期末時点との差引き金額を表しております。利息については、市場金利を勘案して

決定しております。

３．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

４．投資有価証券の売却価格は、㈱日立製作所との株式譲渡契約に基づき決定しております。
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　(２)子会社

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
関連当事者
との関係

子会社

㈱日立ハ
イテクフ
ィールデ
ィング

東京都
新宿区

1,000
半導体製造装置、
分析計測機器等
の保守サービス

直接
100

間接
―

兼任
２人

サービス部品等
の販売

サービス部品
等の販売

25,794 売掛金 7,982

資金の預り 1,763 預り金 12,149

利息の支払 33 未払費用 1

子会社

㈱日立ハ
イテクマ
ニファク
チャ＆サ
ービス

茨城県
ひたちなか市

230
医用分析装置、
半導体製造装置

等の製造

直接
100

間接
―

兼任
２人

医用分析装置、
半導体製造装置

等の仕入

医用分析装置、
半導体製造装置

原材料の
有償支給

9,100 未収入金 2,190

医用分析装置、
半導体製造
装置等の仕入

31,241 買掛金 5,650

資金の預り 411
預り金 7,275

利息の支払 21

子会社

㈱日立ハ
イテクフ
ァインシ
ステムズ

埼玉県
児玉郡

1,485

エレクトロニクス
関連製品、検査
装置等の設計、
製造、販売、保守

サービス

直接
100

間接
―

兼任
１人

プーリング制度
に基づく資金の

貸付

資金の貸付 401

短期
貸付金

9,336

利息の受取 24

子会社
㈱日立ハ
イテクサ
イエンス

東京都
港区

100

分析・計測・観察装置
の開発、製造、販売、
保守、及び関連部品・

消耗品の販売

直接
100

間接
―

兼任
２人

プーリング制度
に基づく資金の

貸付

資金の貸付 2,134

短期
貸付金

4,903

利息の受取 14

子会社

日立ハイ
テクノロ
ジーズア
メリカ会

社

アメリカ
合衆国

千米ドル
7,950

半導体製造装置、
工業材料等の販売

直接
100

間接
―

兼任
１人

半導体製造
装置等の販売

半導体製造
装置等の販売

43,132
売掛金

前受金

3,841

295

資金の預り

利息の支払

2,421

29

預り金

未払費用

5,481

5

子会社

日立ハイ
テクノロ
ジーズヨ
ーロッパ
会社

ドイツ
連邦
共和国

千ユーロ
3,129

半導体製造装置、
医用分析装置等

の販売

直接
100

間接
―

兼任
１人

半導体製造装置、
医用分析装置
等の販売

半導体製造装置、
医用分析装置
等の販売

80,663 売掛金 10,823

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

１．装置・機器等の取引については個別に交渉の上、材料等の販売については毎期価格交渉の上、一般取引条件

と同様に決定しております。

２．資金の預り及び貸付は、当社と子会社の間で基本契約を締結しているものであります。資金の融通は日々行

われており、取引金額は前期末時点との差引き金額を表しております。利息については、市場金利を勘案し

て決定しております。

３．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。

４．子会社への貸倒懸念債権に対し、合計 4,803 百万円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において合計 438 百万円の貸倒引当金戻入額を営業外収益に計上しております。
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８．１株当たり情報に関する注記

(１)１株当たり純資産額 2,050円37銭

(２)１株当たり当期純利益金額 241円33銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

　(株式取得による会社等の買収)

当社は、2017年４月26日開催の取締役会において、以下の通り、英国のOxford Instruments plcとの間で、同社

の有する産業計測機事業の一部である原子分光製品（蛍光X線分析装置、磁気誘導計測装置、発光分光分析装置、レ

ーザー誘起ブレークダウン分光分析装置）の事業（以下、「対象事業」）に関して同社の子会社株式取得及び同社の

子会社から事業譲受することを決議し、同日買収契約を締結しました。

　(１)目的

当社では、「ハイテク・ソリューション事業におけるグローバルトップをめざす」という企業ビジョンを掲げ、

「お客様が最先端・最前線の事業創造企業になっていただくために最大限の貢献をする」ことをミッションとして事

業を推進しています。2016年４月には「主力事業で継続的に収益を確保しつつ、次世代につながるリソース増強・

投資を推進する」を基本方針とした2018年度までの中期経営戦略を策定し、2020年に向けたさらなる成長の加速を

実現するために、具体的な戦略及び施策を展開しています。

当社の主力事業である科学システム事業では、中期経営戦略のもと「科学機器のグローバルメジャープレーヤー

をめざす」を事業ビジョンとし、自社開発はもとよりアライアンス、M&Aで技術・製品・販売網の強化を推進してい

ます。

同社はOxford Universityからスピンアウトした分析装置のグローバル企業です。この度、当社は同社から対象事

業を取得することについて合意しました。

同社が製造・販売する原子分光製品にはベンチトップ型とハンドヘルド型があり幅広いラインアップを有してい

ます。特にハンドヘルド型や持運び可能な可搬型装置は幅広い分野で現場の品質管理ツールとしての活用が拡大し

ています。一方、当社の科学システム事業ではベンチトップ型の原子分光製品に強みを有しており、今回の対象事

業の取得により、同社が強みを有するハンドヘルド型の原子分光製品を組み合わせたラインアップ強化により、実

験室での精密分析から現場での分析までさまざまな試料形態や測定シーンなどのニーズにお応えすることが可能に

なります。また同社が構築したワールドワイドでの販売ネットワークが当社に加わることで、さらなる販売体制の

強化が図れます。

　(２)株式取得の相手会社の名称

Oxford Instruments plc

　(３)買収する会社の概要

同社は対象事業を含む産業計測機事業をワールドワイドに展開しており、当社が対象事業を単一事業として取得

するため、同社が対象事業に関する子会社の組織再編（対象事業の移転及び対象事業以外の事業譲渡）を完了した

後に、英国、ドイツ、フィンランド、米国、中国に所在する同社の子会社５社の株式を取得し、また、シンガポー

ル、インドに所在する同社の子会社２社から対象事業を譲り受ける予定です。本スキームは、各拠点における現時

点での事業規模及び将来の事業運営等から判断したものであり、迅速かつ円滑に株式取得及び事業譲受が完了する

ものであると両社が合意したものであります。

①名称

　ⅰ）株式取得による子会社化 ５社

　 ・Oxford Instruments Analytical GmbH

　 ・Oxford Instruments Industrial Analysis Oy

　 ・Materials Analysis Limited (注１)

　 ・Baker Avenue Services Inc. (注２)

　 ・Oxford Instruments (Shanghai) Co. Limited (注３)
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(注１)同社がその子会社であるRMG Technology Limited及びOxford Instruments

Industrial Products Limited等の対象事業を当該会社に移転した後に、当社が

　 当該会社の株式を取得する予定です。

　 (注２)同社がその子会社であるOxford Instruments America INC.の対象事業を当該

　 会社に移転した後に、当社が当該会社の株式を取得する予定です。

　 (注３)同社が当該会社の対象事業以外の事業を別会社に譲渡させた後に、当社が

　 当該会社の株式を取得する予定です。

ⅱ）対象事業の譲受 ２社

　 ・Oxford Instruments Pte Limited

　 ・Oxford Instruments India Private. Ltd.

②事業内容

　 産業計測機事業の開発・製造・販売・サービス

　(４)取得価額及び取得後の持分比率

①取得価額

　 80百万ポンド（約11,200百万円）※

※上記取得価額は事業価値評価金額であり、取引実行時に純有利子負債及び運転資金等の価格調整を

行う予定です。また円貨額は2017年３月末日の為替レート（1ポンド＝140円）により換算

しております。

②取得後の持分比率

　 100%

　(５)株式取得の時期

2017年７月３日（予定）

本件株式取得の完了は、同社による同社グループ子会社に関する組織再編、また各国独占禁止

法及び投資規制法に関する必要な行政当局の認可の取得及び届出の完了後を予定しております。

　(６)資金の調達方法

自己資金

10．その他の注記

当社は、当事業年度より「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年

３月28日）を適用しています。
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